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1.総論 

【総括判断】｢県内経済は､持ち直している｣ 

項 目 前回(5年10月判断) 今回(6年1月判断) 
前回 
比較 

総括判断 持ち直している 持ち直している  

(注)6年1月判断は､前回5年10月判断以降､足下の状況までを含めた期間で判断している｡ 

（判断の要点） 

個人消費は、緩やかに回復しつつある。生産活動は、緩やかに持ち直しつつある。雇用情勢は、足踏み

の状況にある。 

【各項目の判断】 

項 目 前回(5年10月判断) 今回(6年1月判断) 
前回 
比較 

個人消費 緩やかに回復しつつある 緩やかに回復しつつある  

生産活動 持ち直しのテンポが緩やかになっている 緩やかに持ち直しつつある  

雇用情勢 一進一退の状況にある 足踏みの状況にある  

設備投資 5年度は増加見込みとなっている 5年度は増加見込みとなっている  

企業収益 5年度は増益見込みとなっている 5年度は増益見込みとなっている  

企業の 

景況感 
｢下降｣超幅が縮小している ｢下降｣超幅が拡大している  

住宅建設 前年を下回っている 前年を下回っている  

公共事業 前年を下回っている 前年を上回っている  

【先行き】 

先行きについては、各種政策の効果もあって、景気の持ち直しが続くことが期待される。ただし、世界

的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しす

るリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注

意する必要がある。 

2.各論 
 個人消費 「緩やかに回復しつつある」 

百貨店・スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、家電大型専門店販売

額、ホームセンター販売額、乗用車販売は前年を上回っている。また、宿泊・観光は持ち直している。全

体としては、緩やかに回復しつつある。 

 

 

 



（主なヒアリング結果） 

➢ 10-12 月の売上は前年同時期と比較して 5％以上伸びており、客数も増加している。ただし、物価高の影響もあり、客数

の伸びに対し買上点数の伸びが鈍く、お客様は必要なものを必要な分だけ購入する傾向がある。（スーパー） 

➢ 客数は人出の増加により微増している。しかしながら、お客様の買い控えの動きがあり、買上点数が下落し、値上げをし

ているものの売上は前年と比較して微増に留まっている。（コンビニエンスストア） 

➢ 売上は前年より増加している。食品の取扱いを強化し、客数や購入点数が伸びたことや、店舗の増加が背景。（ドラッグス

トア） 

➢ 前年比で販売台数は概ね3割程度伸びている。前年は半導体不足による部材不足の影響により新車の納車遅延があったも

のの、現在では回復していることが主な背景。（自動車販売） 

➢ 10-12月の売上は、来客者数の増加により前年同時期と比較して5％程度伸びており、7-9月と比較しても伸びている。外

出機会の増加により、特に飲食店の売上が伸びている。（ショッピングセンター） 

➢ 足下の入込客数は前年同時期と比較して10％以上伸びており、コロナ禍前の令和元年度をも上回っている。（業界団体） 

 生産活動 「緩やかに持ち直しつつある」 

生産活動は、輸送機械、汎用機械・生産用機械・業務用機械は減少しているものの、化学、食料品は増

加しており、全体としては、緩やかに持ち直しつつある。 

➢ 7-9月と比較すると10-12月の生産数量に大きな変動はない。しかしながら、前年と比較すると、半導体や部品の供給状

況が改善し、メーカーでの自動車生産が増加しているため、国内向けと海外向けのいずれも前年より増加している。（輸送

機械） 

➢ 生産数量は、一部製品を除き7-9月と比較して減少している。主な背景として、国内において原材料価格の高騰により製

品価格が上昇し、顧客が製品を買い控えていることや、欧州において、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や利上げによ

る景気減速により受注が悪化し在庫調整していることが挙げられる。（生産用機械） 

➢ 10-12月の生産数量は7-9月よりも約10％増加している。半導体向け製品の受注が悪いものの、いずれ回復すると見込ん

でおり、その際に対応できるようにするため。また、自動車向け製品の受注は増加している。（化学） 

 雇用情勢 「足踏みの状況にある」 

新規求人数は減少しており、有効求人倍率は低下している。雇用情勢は足踏みの状況にある。 

➢ 販売員の人数は計画よりも下回っており、募集しても人手が集まらず不足している。特に非正規社員は他社との取り合い

になっている。（小売業） 

➢ 製品の品質検査を行う人員が不足している。募集をしても人が集まらず、業界全体で当該人員が不足している。東京や埼

玉等のより給与水準の高い企業へ人が流れてしまっているのではと考えている。（製造業） 

➢ 従業員の過不足感はなく、人数に大きな変動はない。現在の人員で対応できている。（製造業） 

➢ 中小企業においては、物価高による仕入れ価格の上昇を価格転嫁しきれていないことから、経営難に陥っている会社が多

くあり、それが求人数の低下につながっているものと思料。倒産件数の増加による事業主都合の離職も増えている。（行政

機関） 

 設備投資 「5年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 製造業では前年比17.8％の増加見込み、非製造業では同32.0％の増加見込みとなっており、全規模・全産
業では同25.0％の増加見込みとなっている。 

 企業収益 「5年度は増益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 製造業では前年比23.1％の増益見込み、非製造業では同▲1.4％の減益見込みとなっており、全規模では同
6.5％の増益見込みとなっている。 

 企業の景況感 「『下降』超幅が拡大している」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年10-12月期 
○ 先行きについては、6年1～3月期に「下降」超幅が拡大するものの、6年4～6月期に「下降」超幅が縮小
する見通しとなっている。 

 住宅建設 「前年を下回っている」 

○ 新設住宅着工戸数でみると、持家、分譲、貸家のいずれも前年を下回っており、全体でも前年を下回ってい

る。 

➢ 原材料価格の高騰により住宅価格が高騰しているため需要が落ち込んでおり、10-12月の受注は前年比で9割程度となっ

ており、着工数も前年比7割程度となっている。（住宅建設） 

 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額でみると、国、県、市町村のいずれも前年を上回っており、全体でも前年を上回ってい
る。 
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1.個人消費

[グラフ1]

[経済産業省]

[グラフ2]

[経済産業省]

[グラフ3]

[経済産業省]

緩やかに回復しつつある

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年増減率（全店） 3.0 1.9 2.0 3.4 1.4 1.7 3.4 4.4 2.2 3.7 4.5

前年増減率（既存店） 0.9 ▲ 0.5 0.9 1.8 0.2 0.6 1.9 2.8 0.6 1.9 2.6

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

（％） 百貨店・スーパー販売額

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年増減率（全店） 4.8 3.8 3.4 3.0 4.1 1.6 3.3 3.8 1.9 0.9 0.1

▲ 1.0

2.0

5.0

（％） コンビニエンスストア販売額

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年増減率（全店） 7.4 4.9 8.5 9.0 8.3 8.3 10.4 6.7 9.8 8.9 8.6

4.0

7.0

10.0

（％） ドラッグストア販売額
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[グラフ4]

[経済産業省]
[グラフ5]

[経済産業省]

[グラフ6]

[日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会]

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年増減率（全店） 7.4 1.4 ▲ 1.2 6.7 ▲ 2.0 ▲ 1.5 7.4 7.9 4.6 3.9 ▲ 0.1

▲ 3.0

▲ 1.0

1.0

3.0

5.0

7.0

9.0

（％） 家電大型専門店販売額

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

前年増減率（全店） 1.2 ▲ 0.9 3.5 4.3 4.4 3.5 5.5 4.3 3.0 4.7 6.0

▲ 2.0

1.0

4.0

7.0

（％） ホームセンター販売額

5年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

5年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

普通車 29.4 54.3 25.7 38.6 53.3 28.5 18.0 28.8 45.8 39.7 30.3

小型車 6.4 3.7 0.9 2.5 ▲ 2.1 ▲ 0.5 1.4 1.6 ▲ 7.5 4.7 12.0

軽乗用車 19.0 10.9 10.4 8.1 5.4 ▲ 1.5 23.3 11.9 14.6 9.7 ▲ 0.6

合計 19.8 24.8 14.2 17.7 21.1 10.6 15.8 16.3 19.5 19.5 13.9

▲ 10

10

30

50

（％） 乗用車新車登録届出台数（前年増減率）
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2.生産活動

[グラフ7]

[群馬県]
[グラフ8]

[群馬県]

緩やかに持ち直しつつある

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

生産 99.7 102.6 106.6 94.3 98.5 97.6 94.8 89.6 98.6 95.8 102.6

出荷 96.6 88.1 101.6 96.8 101.9 102.0 99.1 92.6 98.7 97.0 105.3

在庫 177.1 182.8 242.6 210.3 241.2 234.3 227.2 213.3 190.5 187.2 135.6

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

240

250

260

（指数）平成27年=100

生産・出荷・在庫指数（季節調整済）

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

輸送機械 89.7 73.7 108.0 97.3 105.9 100.8 104.1 87.2 100.6 95.4 92.6

汎用・生産用

・業務用機械
76.2 82.8 81.4 85.2 80.8 82.8 89.1 86.0 80.6 64.1 76.2

化学 136.5 228.8 168.2 97.2 99.2 91.9 95.0 90.3 106.3 98.9 123.1

食料品 109.1 111.7 104.4 105.8 104.5 102.9 103.5 105.5 108.5 107.5 108.2

60

100

140

180

220

（指数）平成27年=100
業種別生産指数（季節調整済）
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3.雇用情勢

[グラフ9]

[厚生労働省]

足踏みの状況にある

4年

12月

5年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

新規求人数 13,713 12,999 11,882 12,746 12,763 13,330 12,148 13,180 13,228 12,105 12,571 12,465

新規求職者数 5,602 5,836 5,825 5,932 6,123 5,622 5,636 5,638 5,765 5,616 5,854 5,590

有効求人倍率 1.56 1.47 1.45 1.40 1.40 1.43 1.39 1.42 1.41 1.42 1.40 1.38

新規求人倍率 2.45 2.23 2.04 2.15 2.08 2.37 2.16 2.34 2.29 2.16 2.15 2.23

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

（倍） 有効求人倍率・新規求人倍率・新規求人数・新規求職者数（季節調整値） （人）
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4.設備投資

[グラフ10]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

5.企業収益

[グラフ11]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

6.企業の景況感

[グラフ12]

[前橋財務事務所（法人企業景気予測調査）]

5年度は増益見込みとなっている

｢下降｣超幅が拡大している

5年度は増加見込みとなっている

10-12月
5年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

6年

1-3月
4-6月

全産業 ▲ 1.6 ▲ 19.8 ▲ 13.4 ▲ 3.6 ▲ 4.5 ▲ 10.9 ▲ 2.7

大企業 ▲ 14.8 ▲ 15.4 ▲ 7.1 ▲ 11.1 0.0 7.1 ▲ 7.1

中堅企業 0.0 ▲ 17.6 14.3 23.8 29.4 0.0 11.8

中小企業 3.0 ▲ 23.0 ▲ 25.4 ▲ 9.5 ▲ 15.4 ▲ 21.5 ▲ 4.6

▲ 40

▲ 20

0

20

40

（％ポイント）
景況判断BSI

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

上
昇
超

下
降
超

見通し
現状

5年度

（前年同期比増減率）

全産業 6.5

製造業 23.1

非製造業 ▲ 1.4

▲ 10

20

50

80

110

140

170

200

230

（％） 経常利益（業種別）

5年度

（前年同期比増減率）

大企業 3.2

中堅企業 211.0

中小企業 ▲ 3.9

▲ 10

20

50

80

110

140

170

200

230

（％） 経常利益（規模別）

5年度

（前年同期比増減率）

大企業 25.8

中堅企業 ▲ 5.4

中小企業 26.3

▲ 10

0

10

20

30

40

（％） 設備投資計画額（規模別）

5年度

（前年同期比増減率）

全産業 25.0

製造業 17.8

非製造業 32.0

▲ 10

0

10

20

30

40

（％） 設備投資計画額（業種別）
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7.住宅建設

[グラフ13]

（注）合計には給与住宅を含んでいる。 [国土交通省]

8.公共事業

[グラフ14]

（注）四捨五入の関係上、各発注者の総和は計に一致しない場合がある。 [東日本建設業保証株式会社ほか]

前年を上回っている

前年を下回っている

4年

10-12月

5年

1-3月
4-6月 7-9月

5年

5月
6月 7月 8月 9月 10月 11月

持家 ▲ 5.5 ▲ 6.7 ▲ 2.3 ▲ 1.4 3.8 ▲ 0.2 9.7 ▲ 3.4 ▲ 9.8 ▲ 18.4 ▲ 23.0

分譲 6.7 8.8 ▲ 17.2 ▲ 37.4 ▲ 3.4 12.7 ▲ 63.4 ▲ 21.3 ▲ 4.1 3.4 ▲ 19.9

貸家 5.1 56.7 ▲ 16.8 13.8 9.0 ▲ 4.0 56.6 ▲ 7.1 11.8 6.2 ▲ 57.4

合計 ▲ 0.1 8.5 ▲ 10.8 ▲ 10.7 1.1 2.5 ▲ 17.9 ▲ 8.9 ▲ 3.9 ▲ 6.6 ▲ 31.6

▲ 70

▲ 45

▲ 20

5

30

55

（％） 新設住宅着工戸数（前年増減率）

戸

5年

1-3月
4-6月 7-9月 10-12月

5年

6月
7月 8月 9月 10月 11月 12月

県 31.1 ▲ 18.2 ▲ 9.0 22.3 ▲ 12.9 ▲ 0.1 ▲ 20.2 ▲ 2.4 25.2 20.4 19.1

国 ▲ 40.8 6.8 ▲ 6.8 28.7 ▲ 7.8 ▲ 40.3 1.2 99.0 110.8 ▲ 24.6 20.9

市町村 22.6 36.2 ▲ 4.1 15.6 26.7 2.8 7.7 ▲ 13.6 238.5 ▲ 48.5 ▲ 57.7

合計 14.2 9.9 ▲ 6.7 26.3 ▲ 2.9 ▲ 4.1 ▲ 5.1 ▲ 9.8 139.8 ▲ 26.5 ▲ 22.3

▲ 80

▲ 40

0

40

80

120

160

200

240

（％）
公共工事の前払金保証請負金額（前年増減率）
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9.企業倒産

[グラフ15]

（注）調査対象：負債総額1,000万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

[グラフ16]

（注）調査対象：負債総額1,000万円以上 [㈱東京商工リサーチ前橋支店]

負債額は前年を上回っている

5年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

件数 5 9 14 13 9 9 13 11 9 15 18 12

前年増減率 25.0 ▲ 10.0 75.0 160.0 80.0 12.5 333.3 175.0 80.0 200.0 157.1 140.0

▲ 60

▲ 10

40

90

140

190

240

290

340

0

5

10

15

20

（％）（件数） 倒産件数

5年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

負債額 191 805 1,688 1,143 1,283 2,496 1,886 1,296 1,142 1,344 3,893 598

前年増減率 ▲ 48.5 ▲ 77.5 41.3 ▲ 3.6 271.9 62.0 54.0 19.8 ▲ 75.8 34.7 317.3 ▲ 67.4

▲ 100

100

300

0

1,000

2,000

3,000

4,000

（％）（百万円） 負債額
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